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一般社団法人 ＪＣ総研  

第 35 回公開研究会 について（ご案内） 

 

拝 啓 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。 日頃 当研究所の事業につきまして 

格別のご指導・ご協力を賜り、厚くお礼申しあげます。 

 さて、当研究所では協同組合研究誌『にじ』2014年冬号にて「今、協同組合はどのような

アイデンティティの確立が求められているか？～事業環境や経営基盤の変化のもとでの協同

組合運動の展望～」をテーマに特集を企画しております。その前段として協同組合研究者・

実践家等との間で幅広く意見交換し議論を深めるため、下記のとおり公開研究会（第35回）

を開催することとしました。ご多忙のところ誠に恐縮ですが、何卒ご出席賜りますようお

願い申しあげます。 

敬 具 

記 

１．開催日時： 平成２６年１０月１３日(月・祝 ) １３：００～１８：００ 

２．開催場所： 明治大学(駿河台) グローバルフロント２Ｆ ４０２１号教室 

３．研究課題： 「今、協同組合はどのようなアイデンティティの確立が求められているか？～

事業環境や経営基盤の変化のもとでの協同組合運動の展望～」 

４．報  告 ： 

・第１報告 「大規模化のもとで協同組合のガバナンスをどう確立するか？」（仮題） 

  報告者  北川 太一 氏（福井県立大学 教授） 

・第２報告 ｢第一次産業に基礎をおいた地場産業の活性化～島根県・飯石郡森林組合の
取組み｣（仮題） 

  報告者  岸上 光克 氏（水産大学校 専任講師） 

・第３報告  ｢規模拡大が進むヨーロッパの協同組合銀行で、協同組合のアイデンティティ 

(協同の基本的な価値と原則)をどのようにとらえ、活かしているのか｣（仮題） 

報告者  重頭 ユカリ 氏（農林中金総合研究所 主席研究員） 

５．参集範囲： 協同組合運動の研究者、協同組合・関係団体の役職員 等 

６．事務局：河原林 孝由基 tel： 03-6280-7289 Eﾒｰﾙ： t-kawarabayashi@jc-so-ken.or.jp 

     伊藤 辰代   tel： 03-6280-7229 Eﾒｰﾙ： t-ito@jc-so-ken.or.jp 

以 上 
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・第１報告  「大規模化のもとで協同組合のガバナンスをどう確立するか？」（仮題） 

  報告者  北川 太一 氏（福井県立大学 教授） 

 

（報告内容（予定）） 

大規模化した協同組合において事業・運動・組織運営等での「三位一体（「利用・参加・運

営」）を如何に実現するか。大規模化した単位協同組合のみならず、その連合組織における組

合員のガバナンスの実際と課題を論じていただく。 

 

 

・第２報告 「第一次産業に基礎をおいた地場産業の活性化～島根県・飯石郡森林組合の取

組み～」（仮題） 

  報告者  岸上 光克 氏（水産大学校 専任講師） 

 

（報告内容（予定）） 

飯石郡森林組合は 1989 年 12 月に４町一村の郡単位で合併した広域組合である。合併当初の

事業取扱高は約 11 億円であったが、既存事業の拡大と新規事業の導入により 2002 年には 17

億円まで拡大した。また、同組合は組合職員 20名、森林整備員（ザ・モリト）63 名、工場従

業員 29 名、計 112 名を雇用し地域経済の循環にとっても重要な役割を担っている。同組合が

取り組む第一次産業に基礎をおいた地場産業の活性化と雇用力の発揮による地域経済への貢

献の実態と課題について論じていただく。 

 

 

・第３報告 「規模拡大が進むヨーロッパの協同組合銀行で、協同組合のアイデンティティ

（協同の基本的な価値と原則）をどのようにとらえ、活かしているのか」（仮

題） 

  報告者  重頭 ユカリ 氏（農林中金総合研究所 主席研究員） 

 

（報告内容（予定）） 

2007 年の米国サブプライム問題に端を発した世界的な金融危機において、欧州協同組合銀

行への影響は総じて軽微で、金融危機後に預貯金や貸出金、組合員数が増加した協同組合銀行

もあった。それは地域社会への高い専門性を持ち、リテールバンキングを主要業務とする特有

の構造が、金融危機での経営の安定性に繋がったと考えられている。改めて欧州協同組合銀行

の存在意義（アイデンティティ）を明らかにするとともに、日本の協同組合金融機関（農協・

信金・信組等）が参考にすべき組織運営・事業経営の方向性を論じていただく。 

 

（※注） 

上記報告内容（予定）は、ＪＣ総研事務局から各報告者に依頼した内容です。実際の報

告内容と異なる可能性もありますので、あらかじめご承知おきください。 

 

（ご参考） 

 


